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モロッコ経済日誌 ２０１５年６月

在モロッコ日本大使館経済班

Ｉ．国内経済

１． 指標等

①世界銀行による経済成長率予測1

世界銀行は，２０１５年の世界各国の経済成長率予測を発表した。モロッコについては，２０１５年

は４．６％，２０１６年は４．８％，２０１７年には５％と予測。中東・北アフリカ（ＭＥＮＡ）地域でモロッコ

が最も高く，石油価格の低下，石油関連製品への政府補助金削減，農業の豊作が主な原因。内

需及び外需の回復，通貨バスケットの変更による経済の耐性強化も好影響を与えている。なお，２

０１５年の中東・北アフリカの予測成長率は２．２％。

②高等計画委員会（ＨＣＰ）による経済成長率予測2

高等計画委員会（ＨＣＰ）は２０１４年の経済成長率を４月時点の予測より引き上げて２．４％とし

た。２０１３年同期の４．７％より減少。２０１４年の低成長の原因として，農業の不調，非農業分野の

停滞，内需の不振が挙げられている。なお，今回の統計より基準年が１９９８年から２００７年に変更

された。

③２０１５年第１四半期の経済成長率3

モロッコ高等計画委員会（HCP）の最新報告によると，２０１５年第１四半期の経済成長率は４．

１％増加（前年同期は＋２．８％）。農業部門が１２％増（前年同期は-１．６％），第一次産業は１２．

９％増（前年同期は-２．５％），漁業部門も好調で２４％増加（昨年同時期は-１５％）。第二次産業

の成長率は低下し１．１％（昨年同時期は＋２．３％）となり，サービス業は３．１％増加（前年同時期

は２．１％）した。

④中央銀行による政策金利据え置き4

１６日，モロッコ中央銀行は，評議会を開催し，政策金利（無担保コール１週間物）を２．５％に維

持すると決定。今年第１四半期，インフレ率は１．５％と抑制されており，経済成長率は５％程度の

達すると予測されている。

⑤国連貿易開発会議の海外直接投資に関する報告5

                                               
1 エコノミスト紙（６月１２日）
2 ル・マタンエコ紙，エコノミスト紙（６月５日）
3 エコノミスト紙（６月３０日）
4 エコノミスト紙，Les ECO 紙，ル・マタンエコ紙（６月１７日，３０日）
5 エコノミスト（６月２５日）



2

２４日に公表された国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）の海外直接投資に関する報告によると，２０

１４年のモロッコへの海外直接投資は前年比９％増の３６億ドルであった。同報告は，モロッコはア

フリカへのゲートウェイとして評価が高く，サービスセンターの設置が進んだと指摘。カサブランカ・

ファイナンス・シティ（ＣＦＣ）には，ＢＮＰパリバ，ＡＩＧ，ボストンコンサルティング，マイクロソフト，フォ

ードなど国際企業が進出している。

２０１４年の北アフリカへの投資は前年比１５％減の１１５億ドルにとどまった。治安情勢等が影響

し，特にアルジェリア，チュニジア，リビアで投資が減少した。他方，エジプトへの海外直接投資は１

４％増の４８億ドルで，対象分野は石油関連や建設事業であった。

⑥モロッコの国際競争力ランキング6

４日，世界経済フォーラム，アフリカ開発銀行（ＢＡＤ），世界銀行，ＯＥＣＤが共同でアフリカ諸国

の競争力に関する報告を発表。モロッコは１４４カ国中７２位（前年７７位）で，マグレブ地域で１位。

アフリカ全体ではモーリシャス（３９位），南アフリカ（５６位），ルワンダ（６２位）に次ぐ４位。ビジネス

環境の良さ，インフラ整備，教育状況の良さが評価された。

２． 建設・公共事業・インフラ・通信等

①ナドール西港開発計画の資金調達7

Benjelloun ナドール西港公社開発責任者によると，ナドール西港開発計画の第一フェーズの資

金調達が決定した。欧州復興開発銀行（BERD）が２億ユーロ，アラブ経済社会開発基金（FADES）

が１．７億ユーロ，アフリカ開発銀行（BAD）が１億ユーロを融資予定。残りの４６億 DH は株式から調

達の予定で，政府が２２．４億 DH，ハッサンⅡ世基金が１０億 DH，タンジェ地中海特別庁（TMSA：

Agence special Tanger Mediterranee）が８億 DH，モロッコ湾岸公社（ANP:Agence Nationale des 

Ports）が５．５億 DH を出資予定。なお，港のインフラ建設の国際入札手続きは５月２８日に開始さ

れ，開札は９月２８日の見込み。２０１５年末頃に建設工事が開始され，２０１９-２０２０年竣工を目指

す。

②官民連携（ＰＰＰ）法に係る政令の公布8

６日，官民連携（ＰＰＰ）法に係る６月１日付政令が官報により公布された。今年１月に公布された

ＰＰＰ法（法８６－１２）を補完するもので，これにより同法は発効した。同政令はＰＰＰ案件の契約，

実施，選定条件等について詳細を定める。官民での経済活動を強化しモロッコの経済開発モデル

の改善と外資の導入を狙う。

また，経済・財政省によると，同省はＰＰＰ担当部署を立ち上げて，各省庁がＰＰＰ案件を準備す

る際の技術的支援を行う。さらに，同省の下には，ＰＰＰ案件の実現可能性に関する報告書の査定

                                               
6 エコノミスト紙，ル・マタンエコ紙（６月１２日）
7 エコノミスト紙（６月２６日）
8 ル・マタンエコ紙（６月１０日）
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や各案件の条件を決定する官民連携委員会が設置される。同委員会は経済・財政省から４名，農

業・海洋漁業省，設備・運輸・ロジスティクス省，エネルギー・鉱山・水利・環境省及び商工業・投

資・デジタル経済省から各１名の代表により構成される。

なお，ＰＰＰ法は当面地方政府の案件には適用されない。現在審議中の地方政府に関する新組

織法が発効した後に地方政府の案件にも適用されることになる予定。

③Ｍeditel 社，Inwi 社，モロッコテレコム社の４Ｇ導入9

８日，Meditel 社はカサブランカに第四世代移動通信システム（４Ｇ）を導入すると発表。ラバト・サ

レには１５日，フェズ，メクネス，マラケシュ，タンジェ，アガディールにも本年夏には導入予定。１７

日からはＩｎｕｗｉも４Ｇサービスを開始。モロッコテレコムは来月にサービス開始予定。４Ｇサービス

のライセンス落札額は３社合計で２０億ＤＨ（モロッコテレコム１０億ＤＨ，Ｍｅｄｉｔｅｌ５億ＤＨ，Ｉｎｕｗｉ５

億ＤＨ）。顧客は４Ｇを利用しても契約内容・使用価格は変更されない。

④バイオテクノロジー産業ゾーン開発10

消息筋によると，マラケシュに建設中のバイオテクノロジー産業ゾーン，BioXPark が２０１６年に

竣工予定。本産業ゾーンは官民パートナーシップにより１４億ユーロの予算で建設される。資金は

民間セクターにより工面され，行政機関は建設手続きを補助する。３００ヘクタールの敷地に企業，

研究所，起業家育成機関，実験室，宿泊施設，会議室等を併設予定で，バイオテクノロジーの他，

農業，食品，薬品，化粧品，情報技術等様々な分野に対応可能。９月に建設開始予定。

３． 農業・漁業

①モロッコのオリーブ生産11

モロッコ輸出促進庁によると，オリーブオイルの生産量が６年間で倍増し，１５０万トンとなった。

テーブル・オリーブの輸出は世界２位で，モロッコはオリーブの主要生産国の一つとなった。オリー

ブオイルの増産は２００８年に発表された国家計画「緑のモロッコ計画（Plan Maroc Vert）」の一部で

あり，２０２０年までに２５０万トンの製造を目指す。

４． 産業

①プジョーシトロエン（ＰＳＡ）の自動車製造工場設置12

１９日，ラバト王宮にて，プジョーシトロエン（ＰＳＡ）のモロッコにおける自動車製造工場設置に関

する合意文書の署名式がモハメッド６世国王臨席の下執り行われた。同署名式では，モロッコ政府

とＰＳＡとの間で，自動車産業複合施設（自動車製造工場を含む）の設置に関する合意文書及び７

                                               
9 エコノミスト紙，ル・マタンエコ紙（６月８日），Les ECO 紙（６月１５日）
10 ル・マタンエコ紙（６月２６日）
11 Les ECO 紙（６月２６日）
12 報道各紙（６月１９-２２日），L’USINE NOUVELLE（６月２３日）
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つの付属文書（産業用地，鉄道，港湾，上水・工業用水・下水，電力，天然ガス及び運営会社の株

主に関するもの）が署名された。

自動車産業複合施設はケニトラ市近郊に設けられたアトランティック・フリーゾーン内に設置され，

自動車製造能力は２０万台／年，エンジン製造能力は２０万機／年となる計画。まずは９万台／年

の製造能力で２０１９年に生産開始予定。投資額は５．５７億ユーロで，直接雇用４５００人，間接雇

用２万人の創出が見込まれ，セグメントＢ及びＣの自動車を製造し，モロッコ国内，アフリカ及び中

近東諸国の市場へ出荷する。

ＰＳＡは産業フリーゾーンで得られる税制上の特典を与えられる他，投資額の１０～２０％及び職

業訓練のため被雇用者１名当たり５５００ユーロの補助金をモロッコ側から受け取る予定。

②ダンロップタイヤ，モロッコ再進出13

１２日，カサブランカでモロッコ Imperial Pneu 社と住友ゴム工業株式会社がダンロップタイヤの販

売契約を締結。Imperial Pneu 社はモロッコの２７都市に販売店を持ち，売上高は２億，従業員は１０

０人でタイヤ市場の４％を占めている。なお，モロッコを拠点に，アフリカ諸国でのタイヤ販売を目指

す。

③スマートカー，モロッコで研究開発14

Soft Centre(モロッコ通信規制庁（ＡＮＲＴ）研究所)の発表によると，同研究所は，２０１５年の秋

以降，CFAO Motors Maroc，Screen Dy（モロッコ，IT 関係）及びモロッコ高等教育機関との協力に

よりスマートカーの研究開発を開始する。音声認識やＧＰＳ，Ｗｉ-Ｆｉなどの技術も導入予定。

④Ｆｉｇｅａｃ Ａｅｒｏ社の設立15

１８日，パリにて，エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣とフランスＦｉｇｅａｃ Ａｅｒｏ社（仏，

航空）は，協力覚書に調印。カサブランカの産業ゾーンにモロッコ子会社となる Figeac Aero 

Maroc を設立する。本プロジェクトの予算は２５００万ユーロで，２０００万ユーロは製造設備費に，５

００万ユーロは土地の収用と整備にあてられる。５年間で５００人の雇用を創出予定。なお，本プロ

ジェクトの資金は，Figeac Aero 社が今年３月に調達した自己資金によりまかなわれる。

⑤ロイヤル・エア・モロッコ（ＲＡＭ）とカタール・エアとの提携16

５月６日，ドバイにて，ロイヤル・エア・モロッコ（ＲＡＭ）とカタール・エアは協力協定を締結した。

現在，カタール・エアはカサブランカ－ドーハ間を毎日１便（往復）飛ばしているが，これに加え今

年９月からＲＡＭが同経路を週３便就航させる予定。また，カタール・エアはドーハ－マラケシュ便

                                               
13 ル・マタンエコ紙，Les ECO 紙（６月１５日）
14 ル・マタンエコ紙（６月１５日）紙, エコノミスト紙（６月１１日）
15 エコノミスト紙，ル・マタンエコ紙（６月１９日）

16 Pagtour ウェブサイト（６月１６日），H24info ウェブサイト（５月６日）
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の就航を検討する。ＲＡＭは格安航空に押されてモロッコと欧州を結ぶ便のマーケットシェアが３

８％にとどまる等苦戦しており新たな航路の開拓を模索していた。

なお，ＲＡＭによるカサブランカ－北京便の就航は予定より延期される見込み。中国からモロッコ

を訪れる人数は年１万人程度と推測されており，同便の収益性は疑問視されている。

⑥古河電工のモロッコ工場設置17

日経アジアンレビューによると，古河電工は８００万ドルを投じてタンジェに光ファイバーケーブル

製造工場を設置する。日本や米国から材料を輸入しアフリカ諸国等の市場に向けた最終製品を製

造する計画。古河電工はモロッコを選択した理由として，多くの国とＦＴＡを締結し，輸出用港湾施

設が整備され，近隣諸国よりも治安が安定している点を挙げた。

⑦ＧＰＣ社，ケニトラ工場建設予定18

ヤナ・ホールディングスの子会社 Gharb Papier et Carton (GPC) 社はケニトラの「アトランティッ

ク・フリーゾーン」に段ボール生産工場を建設すると発表。５０億ＤＨを投資し，２０１６年末までに年

間６万トン生産可能な工場（５ヘクタール）を新たに建設予定。製造した段ボールは，ケニトラの自

動車産業及び農業分野の顧客をターゲットとする。ＧＰＣは現在，アガディール（６万トン），モハメ

ディア（８万トン），ケニトラ（３万トン）で段ボールを生産しており，工場が完成すると２３万トンに増加

予定。

⑧Ｅｕｒｏｐａｃ社の投資19

Ｅｕｒｏｐａｃ社（スペイン，梱包材製造）のモロッコ子会社 MED Packaging 社は，２７００万ユーロを

投資し，タンジェに位置する産業ゾーン「Tanger Automotive City」に梱包材の製造工場を設置す

る。現在工場を建設中で今年第３四半期には生産開始予定。１２０名の直接雇用が創出される見

込み。製造される梱包材は主に自動車産業用で，タンジェ・ルノー工場にも納品される計画。投資

額２７００万ユーロのうち１０００万ユーロは欧州投資銀行の融資を受ける。

⑨Ｈｕａｗｅｉ社，ＣＦＣステータス取得20

Huawei 社（中国）は，中国企業として初めて，ＣＦＣ（カサブランカ・ファイナンスシティー）ステー

タスを取得した。Huawei 社は２０カ国以上に支社を持つが，ＣＦＣをフランス語圏アフリカ進出の拠

点とする計画。

⑩Accent 社，スマートフォン製造21

                                               
17 エコノミスト紙（６月２５日）
18 エコノミスト紙，ル・マタンエコ紙 ，レゼコ紙（６月２２日，２３日，２６日）
19 ル・マタンエコ紙（６月１２日）
20 ル・マタンエコ紙（６月１５日）紙, エコノミスト紙（６月１１日）
21 エコノミスト紙（６月８日）
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モロッコ国内でハイテク機器を製造するＡｃｃｅｎｔ社は４Ｇ（第四世代移動通信システム）の導入に

先駆け，スマートフォンの製造を開始すると発表。同社は国内で５００の販売店を持ち，中東・アフリ

カ・ヨーロッパ１１カ国でハイテク機器の販売を行っており，国外８０％，国内２０％の売上げを目標

としている。

⑪欧州復興開発銀行の Label’Vie への投資22

欧州復興開発銀行（ＢＥＲＤ）は Label’Vie（モロッコ，小売）の子会社で店舗や商業スペースの

開発を手掛ける Vecteur LV の株式２７％を４５００万ユーロを投じて取得した。BERD と Vecteur LV

は，モロッコ初の不動産投資信託の設立を目指す。Label’Vie はカサブランカ証券取引所に上場

しており，カルフール（仏，小売）と独占的フランチャイズ契約を結びモロッコの小売市場における

マーケットシェアは３０％。

⑫ＴＯＴＡＬ新規株式上場23

ＴＯＴＡＬ社（仏）の子会社である TOTAL モロッコは，カサブランカ株式市場に株式を新規公開

した。５月１１日から１５日にかけて１３４万４千株を売却，一株あたり５３５DH で，１３カ国からの３０９

９の投資家より約９００万株分の注文が入った。これによりＴＯＴＡＬモロッコの株式１５％が個人株主

と機関投資家に保有されたことになる。

⑬ＭcDonald’s 社の投資プロジェクト24

ＭｃＤｏｎａｌｄ’ｓ社は，サービス・技術向上のため，２０１８年までに２．５億ＤＨの投資を行うと発表。

オンライン注文やカウンターでの新注文システム，マック・カフェを導入予定。現在はカサポート駅

にパイロット店舗を設置し，現地にあったサービス提供の調査を行っている。同社はモロッコ１４県

に３５の店舗を持ち，２０１８年までに５０店舗に拡大予定。

⑭Ｄｏｌｉｄｏｌ 社コートジボワール進出25

４月より，モロッコＤｏｌｉｄｏｌ社（繊維業）は，コートジボワールに年間６千トンの発砲ポリウレタン，1

日あたり１５００個のマットレスの製造能力を有する工場の建設を開始した。投資額は１１００万ユー

ロで，３００名の雇用を創出。アビジャンを中心として，ガーナ，ブルキナファソ，マリ，ギニア，リベリ

アでの販売経路拡大を目指す。２０１６年に竣工予定。

⑮Ｓｅｗｓ Ｃａｂｉｎｄ社とＡｎａｐｅｃとの雇用協定26

                                               
22 ル・マタン紙，エコノミスト紙（６月２４日）
23 ル・マタンエコ紙（６月１日）紙, エコノミスト紙（６月１日），レ・ゼコ紙（６月１日）
24 エコノミスト紙（６月１０日）
25 ル・マタンエコ紙，エコノミスト紙（６月１２日）
26 エコノミスト紙（６月１１日）
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１５日，Ａｎａｐｅｃ（雇用促進庁）は６企業と１５の雇用協定を締結したと発表。本協定により２０１７

年までに８７００名の雇用が創出され，７７００件の職業訓練が行われる。２０１７年までに４３００名を

雇用予定の Sews Cabind 社（住友電工グループ）との雇用協定は最も注目されている。その他にも

Intelcia, McDonald’s, KFC, IKEA, Sindipark 社等と協定を締結した。なお，高等計画委員会（ＨＣ

Ｐ）の最新統計によるとモロッコの失業率は９．９％。

５． 金融・保険

①Attijariwafa 銀行，コートジボワール銀行（ＳＩＢ）子会社化27

２日，Ａｔｔｉｊａｒｉｗａｆａ銀行はコートジボワール政府との間で，同政府が保有するコートジボワール

銀行（ＳＩＢ）の株式３９％を取得する合意を得た。その合意はコートジボワールの閣議で決定された。

これによりＡｔｔｉｊａｒｉｗａｆａ銀行の出資比率は７５％に達した。

②中国輸出入銀行のラバト事務所開設28

５月２８日，中国輸出入銀行（Eximbank of China）はモロッコで初となる駐在員事務所を開設した。

ヨハネスブルクに次ぐアフリカで２番目の事務所で，北，西及び中央アフリカでのサービス提供を目

指す。同銀行は昨年ジェラダ石炭火力発電所建設案件向け２５億ＤＨの融資を承認している。

③Ｗａｆａ Ａｓｓｕｒａｎｃｅ社，コートジボワールで子会社創設29

先月のモハメッド６世国王アフリカ諸国外遊の際，Ａｔｔｉｊａｒｉｗａｆａ銀行は，傘下のＷａｆａ Ａｓｓｕｒａ

ｎｃｅ社（保険）が，コートジボワールにおける子会社 Wafa Assurance Cote d’Ivoire 及び Wafa 

Assurance Vie Cote d’Ivoire を設立することで，コートジボワール政府と合意した。これにより，２つ

の子会社を通して，コートジボワールでの活動展開が可能となった。コートジボワールはＷａｆａ Ａｓ

ｓｕｒａｎｃｅ社にとってチュニジア，セネガルに次ぐ三番目の重点国となった。

④ＳａｈａｍＡｓｓｉｓｔａｎｃｅ社，サブサハラアフリカで子会社設立30

Ｓａｈａｍグループは，コートジボワール，トーゴ，ベナン，セネガル等アフリカ８カ国へのビジネスを

対象に子会社 Saham Assistance 社を設立した。投資金額は３３０万ＤＨでモロッコと同様の保険業

務を提供，２０１７年までにサブサハラアフリカの６つの市場を開拓予定。

⑤ＦｉｎａｎｃｅＣｏｍとＳａｈａｍの提携31

６月第一週末にＦｉｎａｎｃｅＣｏｍ社（モロッコ，金融・保険（ＢＭＣＥ銀行を所有））とＳａｈａｍ社（モロ

ッコ，保険（エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣が１９９５年に創業））はアフリカ（モロッコを

                                               
27 ル・マタンエコ紙（６月１０日）
28 TELQUEL ウェブサイト，Morocco World News（６月１日）
29 ル・マタンエコ紙（６月１０日）
30 エコノミスト紙（６月２２日）
31 エコノミスト紙（６月９日）
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除く）における協業のための協力協定を締結した。両社はアフリカに有する相互のネットワークを生

かして金融・保険サービスの供給拡大を目指す他，共同で新会社を設立する計画。２０２０年まで

に１０の国に進出し５億ドルの売上を達成することが目標。

６． エネルギー・電気・水

①８５０ＭＷ風力発電プロジェクトの落札者発表の延期32

８５０ＭＷ風力発電プロジェクトの落札者の発表は今年９月末に延期されることになったと電力水

道公社（ＯＮＥＥ）幹部は語った。当初，２０１５年頭の発表予定が６月末に延期され，今回更なる延

期となった。ＯＮＥＥは特に技術面の評価に予想以上の時間を要している模様。本プロジェクトで

は，風車の羽根や塔をモロッコで製造し，現地調達率の向上と技術移転の促進を目指す。

②ナドール火力発電所開発に向けた地質調査の入札開始33

１７日，モロッコ電力水道公社（ＯＮＥＥ）はナドール火力発電所開発に向けた地質調査の入札を

開始した。地質調査には土地の区画決定，土地収用に向けた所有財産（土地，家畜，住宅等）の

査定も含まれる。本発電所には，２６億ドルを投じて６６０ＭＷ石炭火力発電基地２機を建設する予

定で，場所はナドール西にあるＢｅｔｏｙａ湾に建設予定のナドール西港（NadorWest Med）と隣接し

ている。

③ＭｏｒＳＥＦＦへの融資枠の設定34

４日，ラバトにて，ブーハドゥード商工業・投資・デジタル経済大臣付中小企業・インフォーマルセ

クター統合担当特命大臣と，ジョイ在モロッコＥＵ大使の出席の下，欧州復興開発銀行（ＢＥＲＤ），

ドイツ開発銀行（ＫｆＷ），欧州投資銀行（ＢＥＩ），フランス開発庁（ＡＦＤ）が集まり，モロッコ持続可

能エネルギー融資枠（ＭｏｒＳＥＦＦ）を設定した。８０００万ユーロを上限に，再生可能エネルギーや，

省エネルギーのプロジェクトを行うモロッコ企業に対し，モロッコ国内銀行を通して融資が行われ

る。

７． その他

①閣僚投資委員会による投資契約の承認35

９日，ベンキラン首相が主宰する閣僚投資委員会は計１５件の投資契約案及び投資契約の修

正案を承認した。事業総額は２４７億ＤＨで計３９８５人の直接雇用を創出する見込み。投資額の６

７％はエネルギー分野，２６％は観光・不動産分野に充てられ，工業分野への割り当ては１％に過

ぎない。この点，エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣は，工業分野の投資家は投資委員

会よりも工業開発基金（Industrial Development Fund）の利用を好むと説明した。

                                               
32 ル・マタンエコ（６月８日）
33 ル・マタンエコ紙（６月２０－２１日）
34 ル・マタンエコ紙，エコノミスト紙（６月４日）
35 ル・マタンエコ紙，エコノミスト紙（６月１０日）
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②モロッコ経団連の評議会メンバー36

５月１２日にモロッコ経団連（ＣＧＥＭ）会長にベンサラ氏（ウルメス社），統括副会長にモハメッド・

タラル氏が選出されていたが，６月２３日，ＣＧＥＭの評議会メンバーが発表された。副会長には，

Anas Sefrioui 氏（Ａｄｄｏｈａグループ），Salah-Eddine Kadmiri 氏（Shiele Maroc），Jamal Belahrach 氏

（Manpower Maroc），Hakim Marrakchi 氏（Maghreb Industrie），Faical Mekouar 氏（Fidaroc Grant 

Thornton）及び Neila Tazi 氏（A3 Communication）の６名が選ばれた。その他評議会メンバーとして，

Kettani アティジャリワファ銀行総裁，Benchaaboun 中央人民銀行総裁やベンハドラ炭化水素鉱山

公社（ＯＮＨＹＭ）総裁らが指名された。

③財政組織法の発効37

１８日，財政組織法（法１３０－１３）が官報に公示され発効した。２０１６年予算法は同法に基づき

作成されることとなる。同法により，政府施策や分野別戦略の実施に際して，法の役割や透明性を

強化し，行政の効率化及び公共サービスの向上を目指す。また，政府支出の効率改善と財政均

衡化を実現するため国会の関与を強める。同法は今後５年間をかけて段階的に実施されていく計

画。

④第１９回気候変動枠組み条約締約国会議（ＣＯＰ２１）の取組み決定38

６月３０日，スキラットで開催された COP２１に向けたハイレベル会合で，モロッコ政府は気候変動

に対する取り組みを公式に表明した。２０３０年までに温室効果ガスの排出の現状政策を変更しな

い場合と比較して３２％削減（無条件に１３％，国際的な財政支援の条件付で更に１９％削減），飲

料水の淡水化，下水の浄化，ダムの建築など５５のプロジェクトが発表され，そのために必要な投

資額は４５０億ドル。

⑤自由貿易協定での商業取引結果39

為替局によると，２０１４年にモロッコが自由貿易協定（FTA）締結国との間で行った貿易額は前

年同期より８.３％（１８６０億 DH）増加した。その要因として，輸出額の増加，ヨーロッパ（＋１７．

２％：９２億 DH），トルコ（＋２８億 DH），アメリカ（＋１６億 DH）が挙げられる。モロッコからの輸出は

乗用車が昨年より倍増（＋１０８.２％：１４７億 DH）し，FTA を通して行われるモロッコからの輸出総

額の３０．２％を占める。他方，対欧州自由貿易連合 FTA 締結国（ノルウェー，スイス，リヒテンシュ

タイン）との貿易量は２６．２％減少した。アガディール協定締結国（ヨルダン，エジプト，チュニジア）

との間では，輸入４３．２億 DH に対し輸出が１１．３億 DH だった。

                                               
36 ル・マタンエコ紙（６月２４日），エコノミスト紙（６月２５日）
37 ル・マタンエコ紙（６月２８日），Les ECO 紙（６月３０日）
38 エコノミスト紙（６月１日）
39 ル・マタンエコ紙，レ・ゼコ紙（６月２４日）
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⑥モロッコの公務員年金40

モロッコ年金基金（ＣＭＲ）によると，国の財政赤字の要因の一つが公務員の年金で，２０１４年は

１０億ＤＨの赤字，２０１５年には２５－３０億ＤＨ，２０２２年には８１億ＤＨの赤字となると予測されて

いる。２０１５年の年金給付総額は１６６億 DH。なお，２０１５年辞職者のうち約半数が教育関係者。

今後，赤字削減に向け制度改革を行う予定。

⑦エジプト製合板へのアンチ・ダンピング調査41

商工業・投資・デジタル経済省は１年間の調査を経て，エジプト製合板がモロッコの国内産業に

損害を与えていると確認した。建材や家具に使用される厚さ６ｍｍ以下の合板が対象。同合板のダ

ンピング率は２８．１３％と許容範囲の２％を大きく上回る値が示された。現時点では，アンチ・ダン

ピング措置は取られず，利害関係者は７月１日までに見解を提出することが出来る。

⑧大型紙ロールのアンチ・ダンピング調査開始42

１５日，商工業・投資・デジタル経済省は，大型紙ロールのモロッコへの輸入について，モロッコ

の製紙業者 Med Papier 社の訴えを受け，アンチ・ダンピング調査を開始した。２０１３年の大型紙ロ

ールの輸入は２０１０年より１３２％上昇。９ヶ月後に調査結果が明らかになる予定。

⑨ポリ塩化ビニルのアンチ・ダンピング調査開始43

２５日，商工業・投資・デジタル経済省は，ＥＵ及びメキシコからのポリ塩化ビニル（PVC）の輸入

について，モロッコで唯一 PVC の製造を行っている Societe nationale d’electrolyse et de 

petrochimie（SNEP）社の訴えを受け，アンチ・ダンピング調査を開始した。ＥＵ内販売価格とモロッ

コ向け輸出平均価格から算出したダンピング率は１９．５８％－８７．３４％の間で，ＥＵからの輸入

量は２０１２年の９．３６８トンから２０１３年には４４．６７２トンと３７７％上昇した。なお，ＰＶＣ輸入の全

体に占めるメキシコ及びＥＵからの PVC の割合は，２０１１年の３０％から２０１４年には９８％に急増

した。

ＥＵ・メキシコからの PVC 輸入量

２０１１年 ２０１２年 ２０１３年 ２０１４年

EU（トン） 12.327 9.368 44.672 50.945

メキシコ（トン） 0 0 1.360 2.611

国内生産指数（２０１１年を１００とする） 100 79 92 80

⑩取締役会に占める女性比率44

                                               
40 エコノミスト紙（６月１日）
41 エコノミスト（６月１２日）
42 ル・マタンエコ紙，レ・ゼコ紙（６月１０日）
43 ル・マタンエコ紙，エコノミスト紙（６月２５日）
44 ル・マタンエコ（６月５日）
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３－５日に南アで開催された世界経済フォーラムアフリカ会議において，アフリカ開発銀行は上

場企業の取締役会に占める女性比率に関する調査結果を発表した。モロッコは５．９％でアフリカ

諸国中１１位であった。英語圏の国々が上位に並んだ（ケニア（１９．８％），南ア（１７．４％），ボツワ

ナ（１６．９％），ザンビア（１６．９％），ガーナ（１７．７％））。北アフリカでは，エジプトが８．２％，チュ

ニジアが７．９％とモロッコよりも高かった。なお，地域別に見ると，アフリカの平均は１４．４％と欧州

（１８％）及び米国（１６．９％）に次ぐ３位。

⑪モロッコにおける大麻樹脂の押収状況45

国連が発表した世界薬物報告２０１５によると，１９９０－２０１１年の間モロッコは北アフリカで最大

の大麻樹脂押収国であった。近年でも大量の大麻樹脂が押収されているが（２０１２年：１３７トン，２

０１３年：１０７トン），アルジェリアでの押収量が同地域で最大となっている（２０１２年：１５７トン，２０１

３年：２１２トン）。モロッコの大麻の耕作面積は２００４年には１２万ｈａであったが２００５年に７万２００

０ｈａとなり２０１３年には４万７１９６ｈａまで減少した。しかし，貧困層の多い北部のリフ地域では大麻

栽培の根絶が難しい。同報告では「人間開発に係る国家イニシアティブ（ＩＮＤＨ）」による貧困削減

のための取り組みを評価しつつも地方における更なるインフラ整備の必要性に言及した。

⑫パソコン普及状況46

モロッコ通信規制庁（ＡＮＲＴ）が発表した報告書によると，２０１４年末時点で，５２.５％の家庭が

パソコンを保有。各家庭のパソコン保有台数は２０１３年が１．３９台，２０１４年が１．６３台。パソコン

を保有しない理由としては，必要性がない（６４．９％），使用方法がわからない（５２．５％）が最も多

く，金銭的理由は３番目となった。パソコンの使い道としてはＳＮＳの使用が最も多く，一人あたり１

日平均２時間。スマートフォンの普及によりパソコンの使用時間は減少している。

ＩＩ．諸外国等との関係

1. 外国政府との関係

①モハメッド６世国王のアフリカ外遊（前号の続き）47

５月２０日からアフリカ４ヶ国を外遊していたモハメッド６世国王は，最後の訪問国となるガボンに

６月５日到着，１２日まで滞在した後，モロッコへ帰国した。８日，国王はアリ・ボンゴ大統領と会談し，

地域の政局やテロ対策について話し合った後，同大統領と共に人間開発分野における二国間協

力に関する式典を主宰した。また，１２日にはモロッコからガボンへのエイズ治療薬２トン，その他薬

剤１２トン及び医療機材の無償供与に係る式典やモハメッド６世財団が支援する運輸・ロジスティク

ス分野の職業訓練施設建設の起工式を執り行った。その他，農業分野等における二国間協力協

                                               
45 Les ECO 紙（６月３０日）
46 ル・マタンエコ紙（６月１２日）
47 報道各紙
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定が署名された。なお，ガボンは中部アフリカで最大のモロッコによる投資の受け入れ国でその総

額は４億ドルに及ぶ。

②二重課税防止条約署名48

経済・財政省によると，モロッコはギニアビサウ及びチャドと二重課税防止条約の仮署名を締結

した。モロッコはヨーロッパ・中東諸国を中心にすでに５１の租税に関する協定を締結しているが，

アフリカ諸国はまだ少数。

③モロッコ・チェコスロバキア協力協定署名49

８日，ラバトにて，エル・アラミ商工業・投資・デジタル経済大臣と Mladek チェコスロバキア産業・

商業大臣は，経済及び産業での協力に関する合意覚書に調印。本合意により両国間の貿易・投

資及び商業面の協力関係促進を図る。

２. 経済協力

①世銀によるモロッコ支援50

世銀の２０１４－２０１７年度対モロッコ戦略的パートナーシップの中間レビューによると，世銀によ

るモロッコ向け資金援助は２０１４年度（２０１３年７月－２０１４年６月）に１１．８億ドル，２０１５年度（２

０１４年７月－２０１５年６月）に１０．６億ドル，計２２．４億ドルで過去最高となった。２０１４－２０１７年

戦略的パートナーシップは４年間の支援額として最大４０億ドルを計上しており，２０１０－２０１３年

戦略的パートナーシップで定められた支援額である年間最大７億ドルよりも増額されている。支援

分野は環境及び包括的成長が主で，２０１５年度にはワルザザート太陽エネルギー発電計画第２フ

ェーズへの４億ドルの融資や競争力強化及び生産性向上に向けた２億ドルの融資が承認された。

②フランス資金協力51

１１日，フランス開発公社（ＡＦＤ）傘下の金融機関プロパルコは，モロッコマイクロファイナンス専

門の金融機関 Albaraka に７年間で１千万ユーロの資金協力を行う協定を締結した。Albarak はマイ

クロファイナンスの顧客数がモロッコ３位で，本資金協力により貸付けや金融サービスの改善等を

行う予定。プロパルコはモロッコにおけるマイクロファイナンス分野で活発に支援をしている。

③欧州投資銀行による資金協力52

欧州投資銀行はモロッコ電力水道公社（ＯＮＥＥ）の飲料水供給促進計画に共同出資をするた

め，７５００万ユーロの借款を行うと発表した。１．５億ユーロの予算で飲料水供給状況の改善，設備

                                               
48 ル・マタンエコ紙（６月１６日）
49 ル・マタンエコ紙（６月１０日）
50 ル・マタンエコ紙（６月１１日）
51 ル・マタンエコ紙（６月１７日）
52 ル・マタンエコ紙（６月１７日）
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の衛生化，効率性向上のためのプロジェクトを実施予定であり，本出資により資金が調った。ＯＮＥ

Ｅは２０１３-２０１７年の間に合計７３億ＤＨを投じて水道設備改善のための様々なプロジェクトを実

施予定。

④日本による水産無償協力の調印53

１６日，ラバトにて，黒川駐モロッコ大使とアハヌッシュ農業・海洋漁業大臣は，水産無償資金協

力「貝類養殖技術研究センター建設計画」に関する交換公文に署名（供与総額１億ＤＨ）。本資金

協力は，持続的漁業運営，品質等パフォーマンス向上，高付加価値化による競争力増強等を目

指す国家水産近代化計画（Plan Halieutis）への支援の一部で，貝類の養殖技術の研究・開発・確

立を支援するために，養殖技術研究センター建設及び研究に必要な機材の整備を行う。

⑤ＫＯＩＣＡによる洪水予防協力の調印54

１６日，ラバトにて，Jeong Heo Jin ＫＯＩＣＡ理事長とアフィラルエネルギー・鉱山・水利・環境大

臣付水利担当特命大臣は，Ｓｅｂｏｕ流域の洪水予防・管理計画，技術協力，技術移転を対象とす

る４００万米ドルの支援に関する覚書に署名。Ｓｅｂｏｕ流域は農業と産業の重要地域であるが悪天

候によりこれまで何度も洪水の被害を受けている。本協力への実施期間は３年間。

３. その他

①ＯＥＣＤの対モロッコ協力プログラム55

１５日，パリにて，グリアＯＥＣＤ事務総長とベンキラン首相は，ＯＥＣＤによる対モロッコ協力プロ

グラム（モロッコ・カントリー・プログラム）に署名した。２年間のプログラムで，モロッコ政府の政策の

点検，政府調達や税制に対する助言，ＯＥＣＤの所定の組織へのモロッコの参加及び人材育成セ

ミナー等が含まれる。

②モロッコ・ブルキナファソの貿易振興条約仮署名56

モロッコ輸出促進庁（Maroc Export）とブルキナファソ投資促進庁（API-BF）は Ouagadougou で

協力合意を締結。２カ国間の経済及び商業の関係促進を目的とし，２０１５年－２０１６年の２年間有

効。なお，本協定は５月２９日に行われた「第二回 BtoB アフリカ」の際に仮署名された。

③アフリカ５０基金に１億ドルの出資57

カサブランカ・ファイナンスシティー（ＣＦＣ）に本部を置く「アフリカ５０基金」に対し，モロッコは１億ド

ルを出資することが決定。なお，６月２９日に予定されていた臨時会議は７月末に開催される予定。

                                               
53 ル・マタンエコ紙（６月２０，２１日）
54 ル・マタンエコ紙（６月１７日，２０日，２１日）
55 エコノミスト紙（６月１６日）
56 レ・ゼコ紙（６月５日）
57 ル・マタンエコ紙（６月２９日）
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２２カ国が出資し，出資金の合計は８億ドルとなる計画で，この資金はアフリカ諸国におけるインフ

ラ整備等に拠出される。


